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事業・業務

時間外労働の上限規制と適用猶予事業・業務について 工作物の建設の事業

自動車運転の業務 医業に従事する医師

鹿児島県及び沖縄県における砂糖を製造する事業

働き方改革の一環として、労働基準法が改正され、時間外労働の上限が法律に規定され、 2019年4月（中小

企業は2020年4月）から適用されています。

一方で、以下の事業・業務（以下、 「適用猶予事業・業務」と言います。）については、長時間労働の背景

に、業務の特性や取引慣行の課題があることから、時間外労働の上限について適用が5年間猶予され、また、

一部特例つきで適用されることとされています。

【適用猶予事業・業務】

・エ作物の建設の事業

・自動車運転の業務

・医業に従事する医師

•鹿児島県及び沖縄県における砂糖を製造する事業

時間外労働の上限規制と適用猶予事業・業務について

労働時間は原則 1週40時間、 1日8時間（法定労働時間）以内の必要があると労働基準法で定められていま

す。

これを超えて働く時間（残業時間）の上限について、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律（平成30年法律第71号）により改正された労働基準法により、以下の通り定められています。 (2019年4

月（中小企業では2020年4月）から適用）

0原則として月45時間、年360時間（限度時間）以内

0臨時的な特別な事情がある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間以

内（休日労働含む）、限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年6ヶ月が限度

（詳しくは、 働き方改革特設サイト「時間外労働の上限規制Iへ）

く上限規制のイメージ図＞
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一方で、以下の事業・業務については、長時間労働の背景に、業務の特殊性や取引慣行の課題があることか

ら、時間外労働の上限について適用が5年間猶予され、また、一部特例つきで適用されることになります。

（詳しくは、 適 重のB、日 .......の上 l寺巨几サイト「はたらきかたススメ ヘ）
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・業務

自動車運転の業務

医業に従事する医師

適用猶予事業・業務

024年4月以降）

災害時における復旧及び復興の事業を除き、上限規制がすべて適用されます。

災害時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休日労働の合計について、月

100時間未満、 2~6ヶ月平均80時間以内とする規制は適用されません。

寺別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外労働の上限が年960時間となりま

す。

時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、 2~6ヶ月平均80時間以内

とする規制が適用されません。

時間外労働が月45時間を超えることができるのは年6ヶ月までとする規制は適用され

ません。

特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働の上限が最大1860時

間（※）となります。



巨業・業務

鹿児島県及び沖縄県に

おける砂糖製造業

II猶予期間終了後の取扱い (2024年4月以降） I 
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、 2~6ヶ月平均80時間以内 ＇

とする規制が適用されません。

時間外労働が月45時間を超えることができるのは年6ヶ月までとする規制は適用され

ません。

医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがあります。

※特別条項付き36協定を締結する場合、特別延長時間の上限 (36協定上定めることができる時間の上限）につい

ては、

A水準、連携B水準では、年960時間（休日労働含む）

B水準、 C水準では、年1,860時間（休日労働含む） となります。

なお、医業に従事する医師については、特別延長時間の範囲内であっても、個人に対する時間外・休日労働時間

の上限

として副業・兼業先の労働時間も通算して、時間外・休日労働を、

A水準では、年960時間／月100時間未満（例外的につき100時間未満の上限が適用されない場合がある）

B・連携B水準． c水準では、年1,860時間／月100時間未満（例外的に月100時間未満の上限が適用されない場

伍が
ある）とする必要があります。

上限規制がすべて適用されます。

※猶予期間中も、時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、 2~6ヶ

月平均80時間以内とする規制以外は適用されます。

ページの先頭へ戻る

工作物の建設の事業

(2024年4月以降の上限規制）

02024年4月以降、建設業では、災害時における復旧及び復興の事業を除き、時間外労働の上限規制が原則通りに適用されま

す。

0災害時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、 2~6ヶ月平均80時間以

内とする規制は適用されません。

（労働時間関係）

► 一基55 33夕 55宇による可、のハがある E3ムのB、日 ,,.._,, について

► ＠ 建設業の時間外労働の上限規制に関する0&A[127KBl g （令和5年7月6日公表）
時間外労働の上限規制について、詳細なQ&Aを示しています。

► 徊 建設の時』労の上艮規 lに週する ＆A 追甫 139KB c （令和5年12月25日公表）

令和5年 7月 6日に公表したQ&Aの追補分です。

► ＠ 建設業の時間外労働に関する上限規制わかりやすい解説 [9.3MBl 四
建設の事業向けのパンフレットです。

（支援制度）

► 建設労働者の人材確保について

建設業の担い手確保のため、入職・定着促進などさまざまな取り組みを実施しています。

（各種助成金）

► 働き方改革推進支援助成金

時間外労働の上限規制に円滑に対応するため、生産性を高めながら労働時間の短縮等に取り組む中小企業・小規模事業者を支援

します。

sugawara
ハイライト表示

sugawara
ハイライト表示



► 業務改善助成金

事業場内の最低賃金を引き上げるとともに生産性向上に資する設備・機器の導入等を行った中小企業・小規模事業者を支援しま

す。

► 建設事業主等に対する助成金

建設事業主等が、建設労働者の雇用の改善や建設労働者の技能の向上等をはかるための取組みを行った場合に助成を受けること

ができます（下記の人材確保等支援助成金、人材開発支援助成金と重複するコースもあります。）。

► 人材確保等支援助成金

人材の確保・定着を目的として、魅力ある職場づくりのために労働環境向上等を図る企業を支援します。

► 人材開発支援助成金

雇用する労働者を対象に、職務に関連した専門的な知識や技能を習得させるための訓練等を計画に沿って実施する事業主を支援

します。

（関連リンク）

► 適 酋予 の時 M:WI-~ の上艮丈 ！寺言几サイト「はたらきかたススメ

建設業の取引環境改善に向けた動画などを掲載しています。

(9亙径画g

時間外労働の上限規制が

適用されます。
2024年4月からスタート1詳しくは特穀サイトヘ呻

► 新・担い手3法（国土交通省HP)

2019年、 「新・担い手3法」として、品確法と建設業法・入契法が改正されました。

► 工期に関する基準（国土交通省HP)

適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事項の集合体であり、建設工事において

適正な工期を確保するための基準です。

► ＠ E ；違の通窓口，＂刈ナ‘入ホヽ、 ラン 玉土六‘音 ‘HP c 
建設業法の法令違反に関する通報窓口を設けています。

（相談窓口）

► 働き方改革推進支援センター

47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援センター」で、事業主に対し、長時間労働の是正、非正規雇用労働者の待遇

改善、賃金引上げ、人手不足への対応など、働き方改革に関する技術的な相談支援をワンストップで実施しています。

► 労働基準監督署

時間外労働の上限規制についてご相談に応じます。

► )＼ローワーク

求人充足に向けたコンサルティング、事業所見学会や就職面接会などを実施しています。

ページの先頭へ戻る


